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（個人所得課税）



所得税・個人住民税所得割の推移（イメージ図）

昭和62年９月・63年12月抜本改革前（61年） 抜本改革後～平成６年11月税制改革前までの間 現 行

88%
2,483.6万円 給与収入

所得税＋個人住民税 給与収入 2,380.0万円
1,431.0万 円

税 65%
1,046.8万円 1,429.6万 円

所得税 55%
率 所得税＋個人住民税 50%

45% 831.2万 円 所得税+個人住民税
43%

35% 33%
構 30% 所得税 30%

所得税
20% 20%
15% 15%

造 個人住民税 人住民税
5% 5%

課 夫
給婦

税 与子
所２ 384.2 万円

最 得人
者の 327.7 万円 (325.0 万円）

低 の 235.7 万円
場 （284.9 万円）

限 合 （191.2 万円)

（注）課税最低限の欄の( )は個人住民税である。

個人住民税 個人住民税
個人住民税



過 去 の 個 人 所 得 課 税 の 減 税 の 概 要

改 正 等 の 時 期 等 減 税 の 内 容 減 税 規 模

昭和６２・６３年 抜本改正 配偶者特別控除の創設 ５．５兆円 国 ３．９兆円
税率改正 等 地方 １．６兆円

平成６年 特別減税 ２０％の定率減税 ５．５兆円 国 ３．８兆円
所得税 最高 ２００万円 地方 １．７兆円
個人住民税 最高 ２０万円

平成６年 抜本改正 税率改正 ３．５兆円 国 ２．４兆円
基礎控除の引上げ 等 地方 １．０兆円

平成７年 特別減税 １５％の定率減税 ２．０兆円 国 １．４兆円
所得税 最高 ５万円 地方 ０．６兆円
個人住民税 最高 ２万円

平成８年 特別減税 １５％の定率減税 ２．０兆円 国 １．４兆円
所得税 最高 ５万円 地方 ０．６兆円
個人住民税 最高 ２万円

平成１０年 特別減税 定額減税 ４．０兆円 国 ２．８兆円
所得税 本人 ３．８万円・扶養 １．９万円 地方 １．２兆円
個人住民税 本人 １．７万円・扶養 ０．８５万円

平成１１年 恒久的減税 税率改正 ４．１兆円 国 ３．０兆円
地方 １．１兆円

所得税 ２０％の定率減税（最高２５万円）
個人住民税 １５％の定率減税（最高 ４万円）





所 得 税 の 国 際 比 較

日 本 ア メ リ カ イ ギ リ ス ド イ ツ フ ラ ン ス

４段階 ６段階 ３段階 方程式 ６段階
税 ５３．２５％

４８．５％
４７．２５％

３８．６％ ４０％
３７％ ４１．７５％

率
３０％ ３５％ ３１．７５％

３０％ ２２％ １９．９％
２０％ ２７％ ２１．７５％

構 １０％ １５％ １０％ ８．２５％
１０％

（注）上記に加えて、個人 （注）上記に加えて、州、 （注）地方税はない。 （注）連邦・州・市町村の （注）地方税はない。
住民税（税率５～１３％ 郡、市等の地方所得税 共有税である。なお、

造 ３段階）が課されてい （例：ニューヨーク州 税率 上記に加えて、連帯付
る。 ４～６．８５％、５段階） 加税（税額の５．５％、９５

が課されている。 年導入、連邦税）が課
されている。

課

税

最 ３８４．２万 円
３６８．０万円

低 ２９９．８万円 ２７９．５万円
１３７．０万円

限

（注）１．課税最低限は夫婦子２人（日本は子のうち１人は特定扶養親族に該当、１人は１６歳未満とし、アメリカは子のうち１人を１７歳未満としている）
の給与所得者の場合である。
２．諸外国は２００１年７月１日現在。
３．換算レートは、アメリカ１ドル＝１１９円、イギリス１ポンド＝１７３円、ドイツ１マルク＝５５円、フランス１フラン＝１６円（基準外国為替相場及
び裁定外国為替相場：平成１２年１２月から平成１３年５月までの実勢相場の平均値）。



所得税・個人住民税の実効税率の国際比較（夫婦子２人の給与所得者）
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(注)1. 日本は子のうち1人は特定扶養親族に該当し、アメリカは子のうち1人を17歳未満、ドイツは子のうち1人を16歳未満として計算している。
　  2. 諸外国は2001年７月現在の税法に基づく。換算レートは、1ﾄﾞﾙ=119円、1ﾎﾟﾝﾄﾞ=173円、1ﾏﾙｸ=55円、1ﾌﾗﾝ=16円。
     （基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平成12年12月から平成13年５月までの実勢相場の平均値）
  　3. 表中の数値は、給与収入 1,000万円、2,000万円、3,000万円及び5,000万円の場合の各国の実効税率である。
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（注） １．日本は、夫婦子２人の場合は子のうち１人が特定扶養親族に該当するものとしている。
　　　 ２．アメリカは、夫婦子１人の場合はその子を、夫婦子２人の場合は子のうち１人を17歳未満として計算している。
　　　 ３．諸外国は平成13年7月現在の税法に基づく。換算レートは1ドル＝119円、1ポンド＝173円、1マルク＝55円、1フラン＝１6円。
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課 税 最 低 限 の 国 際 比 較
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フランスド イ ツイギリスアメリカ日　　本

給与収入階級別の所得税・個人住民税負担額の国際比較

給与収入
　3,000万円

給与収入
　4,000万円

給与収入
　　5,000万円

（単位：万円）
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フランスド イ ツイギリスアメリカ日　　本

給与収入
　3,000万円

給与収入
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フランスド イ ツイギリスアメリカ日　　本

給与収入
　3,000万円

給与収入
　4,000万円

給与収入
　　5,000万円
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フランスド イ ツイギリスアメリカ日　　本

給与収入
　3,000万円

給与収入
　4,000万円

給与収入
　　5,000万円

(注）１．日本は夫婦子２人の場合は、子のうち１人が特定扶養親族に該当するものとしている。
    　２．アメリカは夫婦子１人の場合は、その子を、夫婦子２人の場合は子のうち１人を17歳未満としている。
      ３．ドイツは夫婦子１人の場合は、その子を、夫婦子２人の場合は子のうち１人を16歳未満としている。
　　　４．日本の個人住民税は所得割のみである。アメリカの住民税はニューヨーク州の所得税を例にしている。
　　  ５．諸外国は2001年７月現在。
      ６．邦貨換算レートは次のレートによる。１ドル＝１１９円、１ポンド＝１７３円、１マルク＝５５円、１フラン=１６円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：
　　　　平成12年12月から平成13年５月までの実勢相場の平均値）

夫婦子２人 夫婦のみ

夫婦子１人 独　　身



（法 人 課 税）





「法人課税小委員会報告」（平成８年１１月）における検討項目

○ 費用・収益の計上基準（工事、割賦販売等、長期金融商品、短期前払費用、支払利子）

○ 資産の評価（棚卸資産、有価証券、外貨建債権債務）

○ 減価償却、リース資産、繰延資産

○ 引当金等（貸倒引当金、賞与引当金、退職給与引当金、製品保証等引当金、返品調整引当金、特別修繕引当金、準備金）

○ 法人の経費（役員報酬等、福利厚生費、交際費、寄附金、外国の罰金）

○ 租税特別措置等、金融派生商品、欠損金の繰越し・繰戻し、法人間配当

○ 企業分割・合併等（現物出資の課税の特例、合併清算所得課税、連結納税等）

○ 同族会社に対する留保金課税、公益法人等、保険・共済事業

○ 国際課税（外国法人に対する課税、外国税額控除、タックス・ヘイブン税制、移転価格税制）

○ 事業税の外形標準課税



平成 １ ０年度改正における課税ベースの適正化

○ 引当金関係

・ 貸倒引当金（法定繰入率の廃止）

・ 賞与引当金・製品保証等引当金（廃止）

・ 退職給与引当金（累積限度額４０％→２０％）

・ 特別修繕引当金（積立割合を縮減して租税特別措置に改組）

○ 減価償却（新規取得建物の定額法、建物耐用年数の短縮等）

○ 上場有価証券の評価（切放し低価法を廃止）

○ 収益費用の計上基準

・ 工事進行基準の採用（工期２年以上、請負金額５０億円以上の工事）

・ 割賦基準（賦払期間が２年以上の割賦販売を除き廃止）

○ 交際費（資本金５０００万円以下の中小法人に係る損金不算入割合１０％→２０％）

○ 租税特別措置の整理合理化

○ その他（外国の罰金、繰延資産等）





 

わが国税制の現状と課題－21 世紀に向けた国民の参加と選択－（抄） 

                                               平成12年７月 

                                                  税 制 調 査会    

二 法人課税 

  １．法人税 

 (3) 法人税の課題 

①  税率と課税ベースの適正化 

課税ベースを適正化することにより、産業間で実質的な税負担が異なっていたり税制が特定の産業・企業

に奨励的ないし抑制的になっていることを改めることは、税制の中立性の向上に資するものです。 

主要な先進国においても、法人課税について、企業間・産業間の税の中立性の確保及び経済の活性化など

の観点から、「課税ベースを拡大しつつ、税率を引き下げる」という法人税改革が、1980 年代半ばから 90

年代にかけて行われています。既に述べたように、わが国においても、同様な観点から、平成10年度税制改

正において、法人税の課税ベースの大幅な見直しと法人税の基本税率の引下げが併せ行われましたが、平成

11年度税制改正においては、景気情勢に配慮し、課税ベースの見直しは行われないまま税率の引下げが行わ

れました。 

わが国の現在の法人課税の実効税率は、既に述べたように、国際水準並みとなっています。わが国の厳し

い財政状況などを考えると、法人税率の更なる引下げの余地はないと言えます。 

また、課税ベースの問題については、平成11年度税制改正の経緯にも十分留意しつつ、公正・中立で透明

性の高い税制を構築する観点から、今後、残された課題について、その一層の適正化に向けて取り組んでい

くことが重要です。 

 



（消 費 課 税）



消 費 税 制 度 改 正 の 歩 み

【創設時】 【平成３年改正】 【平成６年秋の税制改革等】
（注）平成９年４月施行

①税 率：３％ ４％（消費税率換算１％相当の地方消
費税を合わせると５％）

②免税点制度 適用上限３０００万円
資本金１０００万円以上の新設法人は不適用

③簡易課税制度
○適用上限 ５億円 ４億円 ２億円
○みなし仕入率
９０％、８０％の２区分 ９０％、８０％、７０％、 ９０％、８０％、７０％、６０％、

６０％の４区分 ５０％の５区分
（不動産業、運輸・通信業、
サービス業）

④限界控除制度
適用上限６０００万円 ５０００万円 制度の廃止

⑤仕入税額控除：帳簿方式 請求書等保存方式

⑥申告納付
中間申告と確定申告の年２回 中間申告回数を年３回に増加 中間申告の基準年税額の引下げ

（確定申告と合わせ年４回）
（中間申告の基準年税額 ６０万円超） 中間申告の基準年税額 中間申告の基準年税額

６０万円超 ５００万円以下 年１回 ４８万円超 ４００万円以下 年１回
５００万円超 年３回 ４００万円超 年３回





消 費 税 の 福 祉 目 的 化

（　参　考　）

８３.７
○ ４９.６
・ １８.１
・ １１.２
・ １０.１ (a)
○ ３０.０
・ ２０.９

◎ 消費税収（国＋地方） １２.７
・ １０.１ (a)
・ ２.６ (b)

地方交付税調整後
・ 国　：(a)－((a)×29.5%)＝７.１
・ 地方：(b)＋((a)×29.5%)＝５.６

介　　護 １.４

租 税 収 入

公 債 金

所 得 税 収
法 人 税 収
消 費 税 収

（平成13年度補正予算）

９.９

そ　　の　　他 そ　　の　　他

消　　費　　税
（　国　　分　）

７.１

（交付税交付金除き）
歳　　　　出歳　　　　入

（ 交 付 税 分 除 き ）

基礎年金

老人医療

４.７

３.９

（単位：兆円）

消 費 税
地方消費税

一 般 会 計 歳 入 計

特例公債金





（資産課税等）





事業を継続せず ５０％ ２００㎡まで

居住を継続せず ５０％ ２００㎡まで

（注）　小規模宅地等が事業用宅地（事業を継続）とそれ以外のものとがある場合等には、適用対象面積の調整がある。

小規模宅地等の相続税の課税の特例の概要

不動産貸付、駐車場等

に利用されている宅地
５０％ ２００㎡まで

事業用宅地

事業を継続 ８０％

居住用宅地

居住を継続 ８０％

土地等の価額の減額割合 適用対象面積(注)

２４０㎡まで

４００㎡まで

内　　容
区　　分



被  相  続  人
１ 人 当 た り １ 人 当 た り １ 人 当 た り

 年  分 法定相続人数

人 件 ％ 人 億円 万円 億円 万円 ％

　昭和61 750,620 51,847 6.9 3.99 67,637 13,045.6 10,443 2,014.2 15.4

　　　  62 751,172 59,008 7.9 3.93 82,509 13,982.6 14,343 2,430.7 17.4

　　　  63 793,014 36,468 4.6 3.68 96,380 26,428.6 15,629 4,285.5 16.2

　平成元 788,594 41,655 5.3 3.90 117,686 28,252.5 23,930 5,744.9 20.3

　　　 　２ 820,305 48,287 5.9 3.86 141,058 29,212.4 29,527 6,114.8 20.9

　　　 　３ 829,797 56,554 6.8 3.81 178,417 31,548.0 39,651 7,011.2 22.2

　　　 　４ 856,643 54,449 6.4 3.85 188,201 34,564.7 34,099 6,262.5 18.1

　　　 　５ 878,532 52,877 6.0 3.81 167,545 31,685.9 27,768 5,251.5 16.6

　　　 　６ 875,933 45,335 5.2 3.79 145,454 32,084.4 21,058 4,644.9 14.5

　　　 　７ 922,139 50,729 5.5 3.72 152,998 30,159.9 21,730 4,283.5 14.2

　　　 　８ 896,211 48,476 5.4 3.71 140,774 29,039.9 19,376 3,997.0 13.8

　　　 　９ 913,402 48,605 5.3 3.68 138,635 28,522.8 19,339 3,978.8 13.9

　　　  10 936,484 49,526 5.3 3.61 132,468 26,747.1 16,826 3,397.4 12.7

　　　  11 982,031 50,731 5.2 3.59 132,699 26,157.4 16,890 3,329.3 12.7

(備考)　1. “死亡者数(a)”は「人口動態統計」(厚生労働省)により、その他の計数は「国税庁統計年報書」による。
　　　　　2. “被相続人１人当たりの法定相続人数”は、当初申告ベースの計数である（修正申告を含まない）。 ただし、昭和63年分には、更正の請求により
　　　　　  納付税額がゼロとなった者の計数が含まれている｡
　　　　　3. “課税件数(b)”は、相続税の課税があった被相続人の数である。
　　　　　4. “納付税額(d)”には納税猶予額を含まない。

相　続　税　の　課　税　状　況　の　推　移

相　　 続　 　税 　　額合 計 課 税 価 格区   分 死　亡　者　数　・　課　税　件　数　等

課税件数

(ｂ)

死亡者数

(ａ)
(ｄ)／(ｃ)

(ｃ)
(ｂ)／(ａ)

合 計 額 被  相  続  人

金　　　　　　額

被  相  続  人

金　　　　　　額

納付税額

(ｄ)



主 要 諸 外 国 の 相 続 税 の 負 担 率

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0
［　課　　税　　価　　格　］

負
担
率

（
税
額
／
課
税
価
格

）

アメリカ

日 本

イギリス

フランス

(億円）

（％）

ドイツ

（備考） 基準外国為替相場及び裁定外国為替相場による（平成13年下半期レート　1ﾄﾞﾙ=119円、1ﾎﾟﾝﾄﾞ=173円、1ﾏﾙｸ=55円、1ﾌﾗﾝ=16円）

配偶者＋子３人

(注）　配偶者が遺産の半分、子が残りの遺産を均等に取得した場合である。

３億円



その年1月１日に
おける所有期間 ５ 年 以 内 ５ 年 超

　　公有地の確保
　　優良な宅地供給
　　優良建築物の建設　等

法　　　　人
(注２)

　　通常の法人税に加え10％の税率で課税
　　　(平成15．12．31までの間適用停止)

個　人　・　法　人
〔特別控除等〕

10　　　　　　年　　　　　　超

〔基本的な課税〕100万円控除後の譲渡益について次による分離課税
  　　一律２０％（住民税６％）
　　　（平成15．12．31までの時限措置）

〔特例措置〕
○優良住宅地の造成等のために譲渡した場合の軽減税率の特例
　4,000万円以下の部分・・・・15％（住民税５％）
　4,000万円超の部分・・・・・20％（住民税６％）

(公有地の確保、優良な宅地供給、優良建築物の建設等に資する譲渡については、これらの課税制度は適用されない。）

〔特例措置〕
○居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例
　　6,000万円以下の部分‥・・10％（住民税４％）
　　6,000万円超の部分・・・・15％（住民税５％）
○相続等により取得した居住用財産の買換え等の特例
○特定の居住用財産の買換え等の特例

個　　　　人

次の①と②とのいずれか多い方の
税額による分離課税

①譲渡益×40％（住民税12％）
②総合課税による上積税額×110％
 
（注１）

　　　　　　　通常の法人税に加え５％の税率で課税
　　　　　　　(平成15．12．31までの間適用停止)

○収用等のために譲渡した場合の特別控除の特例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ５，０００万円
○特定の土地区画整理事業等のために譲渡した場合の特別控除の特例　　　　　　 　　　　 ２，０００万円
○特定住宅地造成事業等のために譲渡した場合の特別控除の特例　　　　　　　　　  　　　１，５００万円
○農地保有合理化等のために譲渡した場合の特別控除の特例　　　　　　　　　　　　 　　　　 ８００万円
○居住用財産を譲渡した場合の特別控除の特例 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００万円

○特定の事業用資産の買換え等の特例

土地譲渡益課税制度の概要

（注）１．上積税額とは、土地譲渡に係る所得と他の所得との合計額に通常の累進税率を適用して算出した税額から、他の所得のみに通常の累進税率を適用して算出した税額を
　　　　　控除して求められる差額をいう。
　　　２．個人の土地の譲渡が事業所得等に該当する場合には、法人に準じた制度がある。



個 人 の 土 地 譲 渡 益 課 税 の 変 遷

優 良 な 譲 渡 一 般 の 譲 渡
４千万円

平成元年～

３年度改正後

 

４千万円

７年度改正後

４千万円 ４千万円 ８千万円

８年度改正後

10年度改正後        ６千万円

11年度改正後

13年度改正後

 

26％

(所20% 住6%)

26％

(所20% 住6%)

26％

26％

26％

26％ 26％

(所20% 住6%)(所20% 住6%)

(所20% 住6%)

(所20% 住6%) (所20% 住6%)

32.5％

32.5％

32.5％

32.5％

(所25% 住7.5%)

(所25% 住7.5%)

(所25% 住7.5%)

(所25% 住7.5%)

39％

39％

39％

(所30% 住9%)

(所30% 住9%)

(所30% 住9%)

20％

20％

20％

(所15% 住5%)

(所15% 住5%)

(所15% 住5%)

平成10～12年までの
一般譲渡に係る時限措置

平成11～12年までの
一般譲渡に係る時限措置

平15.12.31まで延長
（一般・優良）

（注）優良な譲渡：優良住宅地
の造成等のための譲渡



取　得　費　・　譲　渡　費　用
　　　　　　　（８．５兆円）

特　別　控　除　等
　　（６．９兆円）

 一 般 適 用
 （２．８兆円）

譲　渡　益（１０．５兆円）

課　税　所　得
  （３．６兆円）

土地譲渡所得の課税状況（１１年分）ー譲渡価額１９．０兆円

(備考)主税局調べ
(参考)主たる所得が土地譲渡所得である者に係る申告納税額：６４００億円（平成11年分：国税）

軽 減 適 用
（０．８兆円）



特別控除等の適用前後における土地の譲渡益有無別の人員構成比（１１年分：個人・長期）

19.2

73.8

80.8

26.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

特別控除等適用前 特別控除等適用後

構成比

譲渡益
あり

譲渡益
なし

（備考）主税局調べ
（注）「特別控除等適用前」とは買換え等に係る課税の繰延べや特別控除を適用する前を示す。

（譲渡益） （課税所得）

課税所得
あり

課税所得
なし





地 価 税 の 概 要
① 地価税の概要

◎ 課税対象 ◎ 非課税等
毎年１月１日に個人及び法人が保有する土地等 ○ 非 課 税
◎ 評 価 ・ 国等の保有する土地等及び一定の公益的な用途に供されている土地
毎年１月１日の時価（相続税評価額） 等
◎ 基礎控除 ・ 居住用の土地等（ １，０００㎡以下の部分に限る。）
○ 定額控除の金額又は面積比例控除の金額の ・ １㎡当たりの評価額が３万円以下の土地等
いずれか多い金額
・ 定額控除の金額 ○ 課税価格の計算の特例

・ ３分の１軽減特例
一定の公的規制を受ける土地等

本 則 平成９年の特例 ・ ２分の１軽減特例
・ ５分の４軽減特例 優良な一団の宅地造成事業等に係る土地等

資本金等が１０
資本金等が１ 億円超の法人 ５億円 ② 地価税の仕組み

平成１０年から
億円超の法人 保険業法に規定する

当分の間
保険業法に規定する 相互会社等を含む。 土地等の価額の合計額

地価税の
相互会社等を含む。

課税を停止
資本金等が１ 保 有 非課税 基 礎

－ － × 税 率 ＝ 地価税額
１０億円 億円超１０億円 ８億円 土地等 土地等 控除額

以下の法人

上記以外の法人及び個人 １５億円
③ 地価税収

・ 面積比例控除の金額 ０．１％当たりの税収
保有土地面積（非課税分を除く）×３万円 平成４年度決算額 ５，２０１ 億円 （ ２，６０１億円）

平成５年度決算額 ６，０５３ 億円 （ ２，０１８億円）
◎ 税 率 平成６年度決算額 ４，８７０ 億円 （ １，６２３億円）

平成７年度決算額 ４，０６３ 億円 （ １，３５４億円）
本則 ０．３％ 平成８・９年の特例 ０．１５％ 平成８年度決算額 １，７７２ 億円 （ １，１８１億円）

平成９年度決算額 １，６０１ 億円 （ １，０６７億円）






